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13　中国信託業協会発表より http://www.xtxh.net/index.html、2013年 8 月11日23時32分確認
14　周小明：「2012年第 2期度信託業発展分析」2012年 ₇ 月26日 9：12：12掲載　用益信託






















































































































興業国際信託18 National Australia Bank Ltd（NAB） 20.00％
方正東アジア信託 Bank of East Asia 19.99％
紫金信託 住友信託銀行 19.99％
蘇州信託 The Royal Bank of Scotland Group Public Limited Company 19.99％
北京国際信託 Ashmore Investment Management Limited 19.99％
杭工信託 Morgan Stanley（MS） 19.90％
華奧国際信託 Macquarie Capital Group 19.90％
新華信託 Barclays Bank（BB） 19.₅0％
外資参入及び持分一覧17（図3－1）18


















　例 2：初めての外資参入の成功例は、英国の Ashmore が北京国際信託（当時の北
京国投）に参入したことである。2006年の年頭、北京国際信託は、株主である北京
市国資会社と京能グループが合わせて所有する₅₄.29％の株権を買収する投資者を
探そうと考えて、M&A 方案を北京市政府の審査部門に提出した。2006年 8 月から、
Ashmore を含めて、₇社の世界中で著名な大手外資投資者が入札に参加したが、

































































































































































































　しかし、200₇年 8 月 3 日から実施された「非銀行金融機構行政許可事項実施弁法」
27　A 株市場は、上海と深センにある中国国内投資家専用の株市場である。取引通貨は人民
元で、外国人は A 株の売買はできない。なお、各種の市場については下記を参照。







B 株 米ドル 主に国外投資家専用の市場だったが、2001年に国内投資家にも開放された。
深セン











































































































































































































































































































































www.shintaku-kyokai.or.jp/data/data01zaisan2₄.html　2013年 8 月12日 0 時 8 分確認
29　現在0.0₇₄6の為替レートより換算すれば、約₅₅.6万億元の規模である。それに対して、中
国信託資産残高はわずか₅.₅₄万億元しかない
30　「中華人民共和国外資銀行管理条例（2006年12月11日施行）」第 2条　本条例で称する「外
資銀行」とは、中華人民共和国の法律法規に基づき中華人民共和国国内で設立された以下
の組織をいう。 
1 ．一行の外国銀行が単独で出資した、または 1行の外国銀行と他の外国金融機関とが共
同出資で設立した外商独資銀行。 
2 ．外国の金融機関と中国の会社・企業とが共同出資で設立した中外合弁銀行。 
3 ．外国銀行の支店。
₄．外国銀行の代表事務所。
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た場合においても、中国としての金融政策を十分機能させることができる筈であ
る。もちろん、信託は投資手段としてはやや特殊な性格があり、銀行の場合のよう
に一気に全面的に開放されてしまうと、現存する中国国内信託業や他の産業が全滅
するリスクがないわけではないが、このようなリスクに対しては、中国国内の産業
に対して打撃を与えないような緩和措置を施すことが考えられる。
　この緩和措置の例としては、外資信託会社（銀行）の中国代表処設立をまず認め、
それから徐々に、中外合併信託会社、外資信託現地法人まで順次開放していくこと
が挙げられる。また、それと共に、外資信託会社を管理するために、「外資信託会
社管理条例」のような法律規定を新たに設けることも有効であろう。外資信託会社
の行為制限については、外資信託会社が中国籍信託会社と同じように、ほぼすべて
の投資業務を行えるものとせず、投資活動について規制規定を設けることが考えら
れる。ただし、この規制は、信託業への参入規制ではなく、投資業務や投資領域等
の業務範囲の制限として機能させるべきである。
　その一方で、信託監督機構の側も、必要な改革をしなければならない。中国にお
いては、信託業以外の金融業は、全て独立した監督機構が設けられている。たとえ
ば、銀行業については銀行業監督管理委員会があり、保険業については保険業監督
管理委員会があり、証券業については証券業監督管理委員会があるが、金融柱の 1
つである筈の信託業については、未だに銀行業監督管理委員会に帰属させられてい
る。しかも、中国においては、信託業と銀行業は同業禁止とされている。信託業の
業務と銀行業の業務はそれぞれ違う筈であり、銀行としての性格がない信託業につ
いて、銀行業管理委員会が監督権限を有していることは、監督機構として適切でな
い。従って、外資が中国において現地法人等を設立することが認められる暁には、
「信託業監督管理委員会」のような新たな監督機構を設立させざるを得ないであろ
う。仮に、外資現地法人等が個別に設立されない場合であっても、「信託業監督管
理委員会」の存在が、信託業の適正な発展にとって大いに役立つことが、十分期待
できると考えられる。
2 　外国投資者の条件規制の緩和
　「非銀行金融機構行政許可事項実施弁法」第 6条により、境外の出資者としては、
金融機構、又は銀監会に認められた出資者しか認められていない（このことについ
ては、第 3章第 3節参照）。この規定だけを独立に検討するならば、現在のまま残
すことにも一定の合理性があるが、仮に、前記 1において提案したような、外資の
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信託業に対する参入について規制緩和が行われるようになれば、境外の出資者とし
ては、信託機構（会社、銀行等）のみに限定した方が無難であると考えられる。
　また、同法第 9条により、境外の出資者には厳しい条件が要求されているところ
（この点に関しては第 ₄章第 1節参照）、①から⑥までについては、信託会社自身の
資質に対する規制であることから、制限する必要が認められるが、⑦の「登録地の
監督管理制度が整備されていること」、及び、⑧の「所在国の経済状況が良好であ
ること」、との規制は、およそ合理的とは言い難い。実際、これらの規定に忠実に
従えば、2008年に生じたリーマンショック後における米国籍の金融機構、あるいは、
2010年におけるギリシャ債務危機後の EU 籍の金融機構は、すべて出資資格がない
ことになるが、この規制が過剰ないし不適切であることは明らかであろう。また、
現実の問題として、⑦に対する認定については、監督管理制度が整備されているか
否かの認定について基準が曖昧であるため、解決困難な問題を生じさせる恐れがあ
ると言わなければならない。従って、この 2カ条については、規制として不適切で
あるとして削除してしまうか、あるいは、規制の実効性を確保するために、詳しい
解釈規定を設ける必要があると考えられる。
　以上のとおり、本論文は、専ら実務的観点から、中国における信託業の発展およ
び外資に対する規制の現状を分析し、今後の方向性について議論することを目的と
したものであるが、理論的観点からの分析検討を行っていないため、説得力が不十
分であることは認めざるを得ない。今後においては、実務及び理論の双方の観点か
らより深く議論し、本論文では十分検討できなかった日中両国の信託業や信託法制
の比較検討を通じた法律交流の促進に資するよう、さらに努力していきたいと考える。
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